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科        目 金 額 科        目 金 額

（資 産 の 部） 百万円 （負 債 の 部） 百万円

 流 動 資 産 78,732  流 動 負 債 58,141 

現 金 及 び 預 金 1,268 1,557 

受 取 手 形 21 12,052 

電 子 記 録 債 権 665 19,466 

営 業 未 収 金 28,829 16,503 

棚 卸 資 産 11,106 549 

短 期 貸 付 金 3 6,697 

未 収 金 36,256 1,315 

そ の 他 580 

 固 定 資 産 87,995  固 定 負 債 15,790 

有 形 固 定 資 産 70,459 223 

建 物 及 び 構 築 物 20,248 184 

機械装置及び運搬具 26,380 15,033 

工具、器具及び備品 4,739 349 

土 地 16,791 

建 設 仮 勘 定 2,286 

そ の 他 12 

無 形 固 定 資 産 349 負  債  合  計 73,931 

借 地 権 100

ソ フ ト ウ エ ア 248 （純 資 産 の 部）

そ の 他 0  株 主 資 本 85,114 

4,000 

投資その他の資産 17,187 19,097 

投 資 有 価 証 券 901 62,016 

長 期 貸 付 金 85 

退職給付に係る資産 11,480  その他の包括利益累計額 7,134 

繰 延 税 金 資 産 3,765 450 

そ の 他 1,100 272 

貸 倒 引 当 金  146           △   6,410 

 非支配株主持分 547 

純　資　産  合  計 92,796 

資　産　合　計 166,728 負 債 及 び 純 資 産 合 計 166,728 

(注)記載金額は百万円未満の端数を切捨により表示しております。

退職給付に係る調整累計額

電 子 記 録 債 務

営 業 未 払 金

退 職 給 付 に 係 る 負 債

為 替 換 算 調 整 勘 定

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

その他有価証券評価差額金

連　 結 　貸 　借 　対 　照 　表

（２０２６年３月３１日現在）

そ の 他

そ の 他

短 期 借 入 金

未 払 金

特 別 修 繕 引 当 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

長 期 借 入 金

－1－



科          目 金　　　　　　　　　　額

百万円 百万円

254,488

231,107

23,380

17,667

5,713

受 取 利 息 及 び 配 当 金 15

固 定 資 産 売 却 益 94

そ の 他 589 698

支 払 利 息 240

固 定 資 産 除 却 損 69

為 替 差 損 7

そ の 他 765 1,082

5,329

固 定 資 産 売 却 益 370

国 庫 補 助 金 受 贈 益 370

受 取 保 険 金 194

受 取 補 償 金 144 1,080

固 定 資 産 処 分 損 403

固 定 資 産 圧 縮 損 370

災 害 に よ る 損 失 295 1,069

5,339

1,314

338 1,653

3,686

△      16

3,702

(注)記載金額は百万円未満の端数を切捨により表示しております。

当 期 純 利 益

特 別 損 失

非支配株主に帰属する当期純利益(△は損失)

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 ､ 住 民 税 及 び 事 業 税

連　　結　　損　　益　　計　　算　　書

自　　２０２５年　４月　１日

至　　２０２６年　３月３１日

特 別 利 益

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

売 上 高

売 上 原 価

営 業 外 費 用

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

－2－



百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

当期首残高 4,000 19,097 59,810 82,908 375 333 4,123 4,831 529 88,269

当期変動額

　剰余金の配当 1,496△ 1,496△  － 1,496△ 

　親会社株主に帰属する
　当期純利益

3,702 3,702  － 3,702

　株主資本以外の項目の
　当期変動額（純額）

 － 75 60△ 2,287 2,302 18 2,320

当期変動額合計  －  － 2,206 2,206 75 60△ 2,287 2,302 18 4,526

当期末残高 4,000 19,097 62,016 85,114 450 272 6,410 7,134 547 92,796

　　(注)記載金額は百万円未満の端数を切捨により表示しております。

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

自　　２０２５年　４月　１日

至　　２０２６年　３月３１日

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

株　主
資　本
合　計

資本金 資　本
剰余金

利　益
剰余金

為替換算
調整勘定

そ の 他
有価証券
評　　価
差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額
合 計

純資産
合　計

退職給付に
係 る 調 整
累 計 額

非支配株主
持     分

株 主 資 本

－3－
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【連 結 注 記 表】 

 

Ⅰ．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 
 

１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称 

連結子会社の数       13社（国内 9社、海外 4社） 

 

主要な連結子会社の名称   株式会社 NSロジ東日本 

株式会社 NSロジ西日本 

大泉物流株式会社 

 

（注１）「新市運輸株式会社」は、2025 年 4 月 1 日付で株式会社 NS ロジ東日本を存続会社とする吸収合

併により消滅しております。「株式会社 NSロジ鹿島」は、2025年 10月 1日付で株式会社 NSロジ東日

本を存続会社とする吸収合併により消滅しております。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数     － 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社のうち、海外子会社の事業年度の末日は 12月 31日であります。 

連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要

な取引については連結上必要な調整を行っております。 

 

４．会計方針に関する事項 

(１) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券の評価基準及び評価方法   

その他有価証券 

・市場価格のない株式等      連結決算日の市場価格等に基づく時価法 

以外のもの           （評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価 

は移動平均法により算定） 

・市場価格のない株式等      移動平均法による原価法 

 

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

・貯蔵品             主として移動平均法による原価法 

（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法

により算定） 

 

(２) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産           定額法を採用しております。 

但し、10 万円以上 20 万円未満のものについては、3 年間

で均等償却しております。 

 

② 無形固定資産 

・ソフトウエア 自社利用可能期間（5 年間）に基づく定額法を採用してお

ります。 

・その他 定額法を採用しております。 

 

③ 長期前払費用           均等償却しております。 

 

 (３) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

・一般債権  債権の貸倒による損失に備えて、貸倒実績率法により算定

し、計上しております。 

 



- 5 - 

・貸倒懸念債権及び 債権の貸倒による損失に備えて、個別に回収の可能性を検 

破産更生債権 討し、回収不能見込額を計上しております。 
 
② 特別修繕引当金  船舶の定期検査等に備えて、過去の修繕実績を基に計上し

ております。 

(４) 収益の計上基準 

収益は、次の 5つのステップを適用し認識される。 

 ステップ 1：顧客との契約を識別する。 

 ステップ 2：契約における履行義務を識別する。 

 ステップ 3：取引価格を算定する。 

 ステップ 4：契約における履行義務に取引価格を配分する。 

 ステップ 5：履行義務を充足した時に又は充足するにつれて収益を認識する。 

 

日鉄物流グループ会社の売上収益は主として鉄鋼製品の海上・陸上輸送、製鉄所構内輸送、重量物

輸送等の物流サービスによるものであります。 

 

① 一時点で充足される 主として鉄鋼製品の陸上輸送、製鉄所構内輸送、重量物 

履行義務 輸送等の物流については、約束した財又はサービスの支配

が顧客に移転した時点で収益を認識しております。 

 

② 一定期間にわたり充足 内航海運事業については、履行義務の進捗に応じて航海日 

される履行義務 割基準により収益を認識しております。 

 

(５) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

① 退職給付に係る会計処理の方法 

・退職給付見込額の期間帰属方法  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会

計年度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。 

・数理計算上の差異及び過去勤務 過去勤務費用については、その発生時における従業員の平 

 費用の費用処理方法 均残存勤務期間以内の一定の年数（主として 11年）による

定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主と

して 11 年）による定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌連結会計年度から費用処理しております。 

 

 

② グループ通算制度の適用 当社及び国内連結子会社は、日本製鉄株式会社を通算親法

人とするグループ通算制度を適用しております。これに伴

い、法人税および地方法人税並びに税効果会計の会計処理

および開示については、「グループ通算制度を適用する場合

の会計処理及び開示に関する取り扱い」（実務対応報告第42

号 2021年 8月 12日）に従っております。 

 

 

 

Ⅱ．収益認識に関する注記 

 
（収益を理解するための基礎となる情報） 

「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記」の「収益の計上基準」に記載の

通りであります。 

 

Ⅲ．連結貸借対照表に関する注記 

 

有形固定資産の減価償却累計額 215,743百万円 
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Ⅳ．連結株主資本等変動計算書に関する注記 

 

１．当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数 

普 通 株 式 1,870,481株 

 

２．配当に関する事項 

 (１) 配当金支払額 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2025年 6月 19日 

定時株主総会 

普通 

株式 
1,496 800 2025年 3月 31日 2025年 6月 20日 

 

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

決 議 
株式の 

種類 

配当金の総額 

（百万円） 

1株当たり 

配当額（円） 
基準日 効力発生日 

2026年 6月 18日 

定時株主総会 

普通 

株式 
1,111 594 2026年 3月 31日 2026年 6月 19日 

 

Ⅴ．金融商品に関する注記  
 

(１)金融商品の状況に関する事項 

 当社グループは、グループＣＭＳによる資金の効率運用を行っており、不足資金は日本製鉄㈱ 

及び金融機関からの借入等により調達しております。 

 受取手形及び営業未収金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図って

おります。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把

握を行っております。 

 借入金の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であります。 

 

(２)金融商品の時価に関する事項 

 2026 年 3 月 31 日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については次のとおりであります。 

なお、現金は注記を省略しており、預金、受取手形、電子記録債権、営業未収金、短期貸付金、

未収金、電子記録債務、営業未払金、短期借入金、未払金、未払法人税等、未払費用は短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：百万円） 

 

 
連結貸借対照表計上額 時 価 差 額 

(1) 投資有価証券 

(2) 長期借入金 

751  

(  223) 

751  

(  223) 

－    

－    
   （*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 

 

（注１） 金融商品の時価の算定方法、並びに有価証券に関する事項 

 

 

(１)投資有価証券 

株式の時価については取引所の価格によっております。 

 

(２)長期借入金 

             長期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状態

は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、

当該帳簿価額によっております。 
 

（注２） 市場価格のない株式等は、投資有価証券には含まれておりません。当該金融商品の連結貸借対照表

計上額は 150 百万円であります。 
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Ⅵ．１株当たり情報に関する注記 
 

１株当たり純資産額 49,317円 98銭 

１株当たり当期純利益 1,979円 48銭 

 

 


